様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2024年１月10日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃさいばーりんくす 
一般事業主の氏名又は名称   株式会社サイバーリンクス 
（ふりがな） むらかみ   つねお   
（法人の場合）代表者の氏名　　 村上　恒夫　印   
住所　〒641-0012
和歌山県和歌山市紀三井寺849番地の３
法人番号　　　3170001001614　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「中期経営計画（2021年度～2025年度）  トランスフォーメーション2025　2023年２月見直し版」

	公表日
	2023年２月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社のホームページにおいて公表しております。
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS92229/51dae45f/b8d2/4ce1/8645/3c8365754aa8/140120230214511230.pdf
P.12およびP.13

	記載内容抜粋
	P.13において、コロナ禍に伴うDXの進展、デジタル庁の設置による官公庁におけるDXの推進が進む中で、徹底した労働生産性向上が求められる社会環境になるとの予想のもと、P.12において、シェアクラウドによるサービスの積極的展開を図っていく従来の方針をさらに発展させ、業界・顧客企業とともに、DXによる生産性向上を目指していくことを公表しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年２月14日開催の取締役会において決議されています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ア．組織体制
イ．健康で活き活きと働きがいのある職場づくり
ウ．パートナーシップ構築宣言
エ．第59期有価証券報告書
オ．「中期経営計画（2021年度～2025年度）  トランスフォーメーション2025　2023年２月見直し版」

	公表日
	ア．2023年４月7日
イ．2021年10月15日
ウ．2021年10月15日
エ．2023年３月29日
オ．2023年２月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ア．、イ．、エ．、オ．については、当社のホームページにおいて公表しております。ウ．についてはパートナーシップ構築宣言ウェブサイトにおいて公表しております。

ア．https://www.cyber-l.co.jp/corporate/organization/

イ．https://www.cyber-l.co.jp/sustainability/health/

ウ．https://www.biz-partnership.jp/declaration/2411-07-00-wakayama.pdf

エ．https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS92229/16403e89/65b0/44fe/8db6/ccb937c6f597/S100QH8W.pdf
P.12

オ．https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS92229/51dae45f/b8d2/4ce1/8645/3c8365754aa8/140120230214511230.pdf
P.15～P.17、P.19～P.20、P.22～P.23

	記載内容抜粋
	以下の戦略を公表しています。
・流通業向けクラウドサービスでは、「企業間連携プラットフォームの立上げにより業界DXを実現」（オ．P.15）を掲げています。また、この戦略には、「高速処理化をはじめとした基本機能のブラッシュアップを図るとともに、機能拡充（AI・自動判断機能）にも取り組み、さらなる商品力・競争力の強化を目指す」こと（オ．P.16）、また、企業間連携プラットフォームでは小売ごとに個社別フォーマットで提出が必要だった見積書・提案書等を、標準フォーマット化して、「食品流通業界DXを推進する」（オ．P.17）などデータ活用を組み込んでいます。

・官公庁向けクラウドサービスでは、「大きく進展するデジタル化を、地方自治体の立場に立ってサポート」（オ．P.19）を掲げています。また、この戦略では、自治体デジタルサービス推進の一環として、文書管理システム「ActiveCity」、自治体電子認証サービス「マイナサイン」、自治体デジタルサービス「Open Link for LIFE　みんなの窓口」などの導入を推進していくことを掲げ、データ活用を組み込んでいます（オ．P.19）。

・トラストサービスでは、「マイナンバーカードをベースにした『第３のトラスト』を中核的な強みとして、『人（本人性）、物（存在）、コト（行為）』全方位のトラストサービスを展開」（オ．P.20）という戦略を掲げています。また、この戦略には、公的個人認証基盤を利用した電子委任状サービスやブロックチェーンを利用した電子証明書サービス「CloudCerts」の展開など、デジタル技術を用いたデータ活用を組み込んでいます（オ．P.20）。

・モバイルでは、「激変する競争環境で、リアル店舗の価値拡大を」という戦略を掲げています（オ．P.22）。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ア．2023年２月24日開催の取締役会において決議された社内規程である「組織規程」の内容を反映しています。
イ．2021年10月15日開催の取締役会において報告された内容に基づいています。
ウ．2021年10月15日開催の取締役会において提出につき報告されています。
エ．2023年３月28日開催の取締役会において決議されています。
オ．2023年２月14日開催の取締役会において決議されています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社のホームページおよびパートナーシップ構築宣言ウェブサイトにおいて公表しております。

ア．https://www.cyber-l.co.jp/corporate/organization/

イ．https://www.cyber-l.co.jp/sustainability/health/
「人材育成」セクション

ウ．https://www.biz-partnership.jp/declaration/2411-07-00-wakayama.pdf

	記載内容抜粋
	戦略を推進するための体制は、当社ホームページのア．に記載した組織図のとおりです。
当社では戦略の推進に向けた人材の確保・育成のため、優秀な人材確保と、「一人ひとりが主役」をキーワードに、多様な働き方・ダイバーシティの推進、ワークライフバランスの充実に努めており、当社ホームページのイ．の「人材育成」セクションで公表しているように、分散教育の実施や、社内公募制度や資格取得支援制度を実施しております。
また、ウ．で公表しておりますように、お客様により良いサービスを提供するために、積極的かつ柔軟に、他社との事業連携・サービス連携を行っています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	エ．https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS92229/16403e89/65b0/44fe/8db6/ccb937c6f597/S100QH8W.pdf
P.12

オ．https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS92229/51dae45f/b8d2/4ce1/8645/3c8365754aa8/140120230214511230.pdf
P.23

	記載内容抜粋
	オ．P.23で「基幹システム等の社内システムへのDX投資で業務効率化を推進」していくことを公表しています。また、エ．P.12にて、機械学習・AIや連携認証基盤等の先進的なIT技術の蓄積・応用に取り組んでいくことを公表しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「中期経営計画（2021年度～2025年度）  トランスフォーメーション2025　2023年２月見直し版」

	公表日
	2023年２月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社のホームページにおいて公表しております。
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS92229/51dae45f/b8d2/4ce1/8645/3c8365754aa8/140120230214511230.pdf

P.15およびP.16

	記載内容抜粋
	・流通業向けクラウドサービスでは、以下の指標を設定し公表しています。
①食品小売り向けサービス「@rms」では2025年に1,765店での導入をめざすこと。（P.15）

②加工食品卸向けサービス「クラウドEDI-Platform」では、商流額12.3兆円をめざすこと。（P.15）

③小売・卸・メーカー向けサービス「C2Platform」では5,000IDをめざすこと。（P.15）

④小売業向けの基幹系システムの導入可能社数を2020年度比180%に増加すること。（P.16）

⑤卸売業向けの「クラウドEDI-Platform」においては導入工数を2020年比40%に削減すること。（P.16）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年9月5日

	発信方法
	当社ウェブサイトにて公表しております。
https://www.cyber-l.co.jp/ir/library/2023q2/

	発信内容
	半期ごとに決算説明会を開催しており、代表取締役自身が決算説明会で戦略の推進状況等を情報発信しています。
上記は、2023年９月に2023年12月期第２四半期の決算および中期経営計画の進捗状況等について、オンラインにて説明したものであり、上記ページ記載の「決算説明会動画（第２四半期決算概要）」において、2023年12月期第２四半期時点における（２）記載の戦略の進捗および今後の見通しについては、下記の通り言及しております。

・流通業向けクラウドサービス：当社が推進している、業界DXを推進する企業間連携プラットフォームの一つ、「共通EDIプラットフォーム」において、当社がベンダとして採用されたこと（４分55秒から５分７秒）および、2023年通期では流通業界における商談のDXを推進する、「C2Platform」商談支援サービスが大手小売業へも提供される見通しであること（５分22秒から５分34秒）。

・官公庁向けクラウドサービス：（２）記載の戦略に沿って、電子認証サービス「マイナサイン」を自治体向けに本格展開すること（同６分７秒から６分14秒）

・トラストサービス：（２）記載の戦略のうち、特にCloudCertsの展開状況および2023年通期では電子契約サービスがリリースの見通しであること（6分44秒から7分47秒）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月頃　～2023年12月頃（自己診断実施期間）


	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマットver2.3」に記入の上、2023年12月27日に提出いたしました。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2002年11月のISMS（ISO/IEC27001）取得以来、継続して実施しています。

	実施内容
	当社ではISMSを踏まえて情報セキュリティ基本方針を定め、この基本方針に従って情報リスク、情報資産、情報システムの運用および開発・外部委託、アクセス制御方針、ID・パスワードの管理に関する規程を定め、これに基づいて運用を行うことで情報セキュリティに関する対策を実施しています。また、その対策について外部監査を実施し、外部監査からのフィードバックを踏まえ、随時改善を施しています。

また、ISMS（ISO/IEC27001）を取得し、外部監査を受けています。その監査の概略は以下の通りです。
監査目的：情報の機密性、完全性、可用性を保護するための体系的な仕組みが構築されているか。
監査対象：クラウド環境におけるIaaS基盤の管理、運用およびきのくに医療連携システム「青洲リンク」の運用
監査の実施期間：2022年12月
監査実施者：一般財団法人日本品質保証機構
採用した監査手続きの概略：監査対象内から、プロセス、部署、サイトをサンプリングして実施。

なお、情報処理安全確保支援士は、社内に９名在籍しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

